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地方創生推進交付金の分野別採択額について
（平成28年度～平成30年度合計）

分野名称 採択額

しごと創生 834億円

農林水産 180億円

観光 318億円

ローカルイノベーション 335億円

地方への人の流れ 272億円

生涯活躍のまち 44億円

移住促進・地方創生人材 228億円

分野名称 採択額

働き方改革 61億円

若者雇用対策 20億円

ワークライフバランスの実現 40億円

まちづくり 225億円

小さな拠点 44億円

コンパクトシティ 181億円

合 計 1,392億円

※数値は、端数処理のため、足し上げと一致しないものがある
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人口減少社会への危機意識の共有

 地域や集落といった身近な単位で将来を考える

 地方にこそ、チャンスがある

共存共栄のくにづくり

 地方と都市の共存共栄により、多様性・重層性のある国土・社会をつくる

官民連携による自主・自立に向けた取組み

 今ある優良事例は、過去からの取組による成果

 官民連携による熱意のある取組の積み重ねが、地域の自主・自立につながる

地方創生のまとめ・取組強化
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Ⅱ．Society5.0（未来技術活用社会）について
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世帯普及率10%達成までの所要年数

総務省「平成11年版通信白書」・総務省「通信利用動向調査」を元に総務省作成

主な情報通信メディアの普及までにかかる期間





無線のスピードは40年で約100万倍に。

今後の本格的なIoT時代に向け、新しい技術LPWA(Low Power Wide Area)の開発も。
・ 送受信速度を抑えて消費電力を抑制（単三電池２本で10年以上）
・ 免許不要 出典：総務省 平成27年版 情報通信白書

通信速度の高速化（無線）
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コンピューティング分野は、ムーアの法則に従い、CPU（中央演算処理装置）等の計算能力
が指数関数的に向上するとともに、データを蓄積するストレージの大容量化も進展。

出典：総務省「通信自由化以降の通信政策の評価とICT社会の未来像等に関する調査研究」（平成27年）

情報処理性能の指数関数的向上
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クラウドコンピューティングの普及からエッジコンピューティング（端末の近くにサーバを
分散配置すること）等の分散処理技術の活用へ

・ 2019年までに、世界のデータセンターに係るトラヒックのうち、83%がクラウド上を流通し、またデータセンターにおける処理
量の約80%がクラウド上で処理されると予想されている。

・一方、情報量の爆発的な増加に伴うクラウド上での処理コストの増大、高いリアルタイム性やビッグデータ処理に対応するため、
近年の技術的トレンドとしてエッジコンピューティングが見られる。

分散コンピューティング技術の向上

30
出典：総務省 平成28年版 情報通信白書
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「科学技術イノベーション総合戦略2017【概要】」（内閣府作成）より

Society 5.0を実現するプラットフォームのイメージ
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ICTを最大限に活用し、サイバー空間とフィジカル空間（現実世界）とを融合させた取組により、

人々に豊かさをもたらす「超スマート社会」を未来社会の姿として共有し、その実現に向けた一
連の取組を更に深化させつつ「Society5.0」として強力に推進し、世界に先駆けて超スマート社
会を実現していく。（中略）

超スマート社会とは、

「必要なもの・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供し、社会の様々なニーズ
にきめ細やかに対応でき、あらゆる人が質の高いサービスが受けられ、年齢、性別、地域、
言語といった様々な違いを乗り越え、活き活きと快適に暮らすことのできる社会」

である。 （「第５期科学技術基本計画」(2016年1月閣議決定））

Society5.0は、サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合させることにより、地域、年齢、

性別、言語等による格差なく、多様なニーズ、潜在的なニーズにきめ細やかに対応したモノや
サービスを提供することで経済的発展と社会課題の解決を両立し、人々が快適で活力に
満ちた質の高い生活を送ることのできる、人間中心の社会である。

（「科学技術イノベーション総合戦略2017」 (2017年6月閣議決定））

Society5.0に係る記載ぶり①
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「生産性革命」により、過去最高の企業収益を設備投資などにつなげるとともに、AI、IoT、
ロボットなど第4次産業革命の社会実装による「Society5.0」の実現を進める。

（ 「経済財政運営と改革の基本方針2018」（2018 年6 月閣議決定））

第4次産業革命の社会実装によって、現場のデジタル化と生産性向上を徹底的に進め、

日本の強みとリソースを最大活用して、誰もが活躍でき、人口減少・高齢化、エネルギー・
環境制約など様々な社会課題を解決できる、日本ならではの持続可能でインクルーシブな
社会経済システムである「Society5.0」を実現するとともに、これによりSDGｓ の達成に寄与
する。

（「未来投資戦略2018」（2018 年6 月閣議決定））

Society5.0に係る記載ぶり②
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人工知能（AI）やIoT等がもたらす技術革新は、これまでの生活や経済社会を

画期的に変えようとしている。こうした中、我が国が目指すべき未来社会の姿
として、「Society5.0」を提唱しているところである。具体的には、サイバー空間

とフィジカル空間を高度に融合させることにより、地域、年齢、性別、言語等に
よる格差なく、多様なニーズ、潜在的なニーズにきめ細やかに対応したモノや
サービスを提供することで経済的発展と社会課題の解決を両立し、人々が快
適で活力に満ちた質の高い生活を送ることのできる、人間中心の社会として
Society5.0の実現を目指すこととしている。

少子高齢化の最前線である地方においてこそ、Society5.0を実現し、また、

第４次産業革命のイノベーションを取り入れることで、それぞれの地域の魅力
を最大限にいかし、自立した豊かな地方の姿を実現していくことが重要である。
そのため、様々な特色を有する全国各地の実情に応じたSociety5.0の在り方
について検討を進める。

まち・ひと・しごと創生総合戦略（2018改訂版） - 抜粋 -

（2018年12月21日閣議決定）
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【検討にあたっての基本的考え方】
○ 新たな戦略は2020年～2024年までの5年間を対象とする方向であり、 この期間におい
て地域の課題とこれを解決する情報通信技術やその活用・導入方策を議論し、Society5.0を
通じた地方創生のビジョンを検討いただきます。その際、次期計画期間(2020年～2024年）

から実装可能な技術及び将来活用・導入を目指す技術並びにビジョンの双方を踏まえる必
要があるため、将来の各地域・シーンにおけるSociety5.0の実現ビジョンについてもあわせ
てご検討いただきます。

【フレームワーク】
○ 議論の対象・フレームワークは以下の通りです。
(1) 対象となる各地域： 「都市」（中心市街地等）、「地方」（山間部等）
(2) 対象となるシーン（態様）： 「事業・ビジネス（製造、サービス、農林水産等）」、「生活・学
び（家庭生活、医療・介護、教育等）」 「社会基盤・空間（公共インフラ、運輸システム等）」

【ご議論いただきたい論点】
○ 各地域のビジョン(2020年～2024年、将来）の具体的イメージは実現可能性を踏まえてど
うなっていくか。

○ Society5.0を実現していくことは地方創生にとってどのようなチャンスをもたらすか。また、
どのようなリスクを考慮すべきか。

○ 地域におけるSociety5.0の取組を進めるに当たっての課題は何か（未来技術活用人材の
確保・育成、ユーザへの教育・啓発、制度・慣行、通信環境・インフラ等）

○ 多様な主体の役割分担、連携体制はどうあるべきか。特に行政の役割はどうあるべき
か。

今後のご審議にあたって


